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１．研究要旨 

目的：本研究の目的は、短時間で実施が可能であ

る集団式知能検査法のひとつである新田中B式知

能検査の信頼性および併存妥当性を検証し、標準

化したり、臨床的実用性を検討することである。 

方法：少年鑑別所に入所した81例（平均年齢±標

準偏差15.2±0.7歳）に対して新田中B式知能検

査および Wechsler Intelligence Scale for 

Children-Third Edition（WISC-III）を実施した。

信頼性はクロンバックのα係数を用い評価した。

併存妥当性は新田中B式知能検査の、WISC-IIIに

対する級内相関係数を用い評価した。また WISC-

IIIでの全検査IQが70未満の知的能力障害をス

クリーニングするため Receiver operating 

characteristic（ROC）分析も行った。さらに知的

能力障害を診断するための層別尤度比（Stratum-

specific likelihood ratios（SSLR））も算出した。 

結果：新田中B 式知能検査のIQ（BIQ）のクロン

バックのαは0.86で、WISC-IIIの全検査IQに対

する級内相関係数は 0.83 であった。ROC 分析の

Area under the curveは0.89（95%信頼区間0.85 

– 0.96）であった。さらにBIQ 65以下の層のSSLR

は13.8（95%信頼区間3.9 – 48.9）、BIQ 76以上

の層のSSLRは0.1（95%信頼区間0.03 – 0.4）で

あり、知的能力障害を診断もしくは除外すること

ができた。 

結語：本研究の結果より、新田中B式知能検査が

高い信頼性と WISC-III に対する併存妥当性を有

することが示された。さらに、知的能力障害をス

クリーニングする場合においての、検査後確率も

算出することができた。新田中B式知能検査は簡

便で、様々な状況において実施することができる。

このことは、現在知能検査の実施が困難な場面に

おいても、今後知的発達の評価ができるようにな

る可能を示す。 

 

２．背景 

知的発達に遅れなどの障害があると、学習面は

もとより、身辺面や就業面を含めた自立機能、対

人関係機能、コミュニケーションやコーピングス

キルなど生活のあらゆる側面に影響を与える。し

たがって知的能力障害を有するものを、早期に発

見・診断し、そのものに対して、早期から適切に

養育・介入を開始することが重要である。しかし

知的発達の遅れに気付かれず、適切にケアを受け

られない場合には、社会への不適応がおこり、自

尊心の低下や行動上あるいは情緒的な問題をきた

すことが知られている(Benson et al., 1997, 



 

2 

 

Goodman et al., 1995, Lynam et al., 1993, 

Stattin and Klackenberg-Larsson, 1993, 

Moffitt, 1993, Frick et al., 1991, Kaslow et 

al., 1990)。実際、犯罪を惹起したものの中に、

知的に障害があるものが多く含まれているとの報

告もある(Herrington, 2009, Vanny et al., 2009, 

Burke et al., 2012, Hayes et al., 2007)。へ

リントンらの報告によれば、イギリスの 18 歳か

ら21歳の受刑者を対象に調査した結果、平均IQ

は84で、10.4%程度のものにIQ 70未満の知的能

力障害を認め、9.8％のものがIQ 70 – 74、13.6%

のものが IQ 75 - 79 であったと報告している

(Herrington, 2009)。またヘイズらの報告によれ

ば、イギリスのある刑務所において、21歳から70

歳の受刑者を対象に調査した結果、平均IQは87.1

で、7.1%程度のものにIQ 70未満の知的能力障害

を認め、23.6%のものがIQ 70 – 79であったと報

告している(Hayes et al., 2007)。 

本邦においては、法務省矯正統計年報2011によ

れば、犯罪受刑者のうち、IQ 70以下のものの割

合は 23%程度で、境界域も含めると 45%以上のも

のが知的配慮を要するということがわかった。も

っともそれらが全て知的能力障害かは検討の余地

があるが、他の要因を差し引いても知的能力障害

の割合が極めて高いであろうことは予想が付く。

またそれにもかかわらず、逮捕以前から知的能力

障害の診断を受けていたものは 1%にも満たない

ということも特筆すべき点である。つまり、その

ほとんどが非行や犯罪により保護、逮捕されてか

ら初めて背後にある知的発達の問題に気付かれて

いる。これらから元々知的発達の問題があるにも

かかわらず、早い段階から発見・診断されていな

いために、適切な養育や配慮、サービスを受ける

機会を失ってきてしまい、その結果、社会や家庭

内で不適応をきたし、さらには非行・犯罪化して

いるケースが数多く存在しているということが示

唆される。 

したがって子育てや教育等の場面において、個

人の知的発達を含めた認知特性を把握し、それに

合わせた教育や福祉あるいは医療上のサービスを

提供することが重要である。また社会安全という

観点からも、知的発達に遅れがあるものに適切な

サービスを提供することは重要で、不幸にして犯

罪を惹起したものに対しても知的発達の側面に配

慮した取り組みが、再犯抑止のために求められて

いる(Breckon et al., 2013, Mannynsalo et al., 

2009, Lindsay et al., 2013)。そのためには個

人の知的発達をそれぞれの場面において、適宜、

適切に把握することが必要である。 

知的発達を示す指数としては通常知能指数（IQ）

が用いられる。個人の知的発達年齢（精神年齢）

を、その方の生活年齢との比で示す（精神年齢÷

生活年齢×100）方法と、同年齢集団内での位置で

示す偏差知能指数とがある。昨今一般に使用され

ている検査のうち、新田中ビネーV の一部を除い

て、多くは偏差知能指数を用いて算出している。 

標準偏差を15とした偏差知能指数の場合、1標

準偏差内である85 – 115の間には約68%の人が、

また2標準偏差内である70 – 130の間には約95%

の人が存在することになる。2 標準偏差より大き

く平均から乖離している場合に異常となり、適応

機能と合わせて検討し、知的能力障害を診断する

こととなる。 

また IQ を測定するための検査法を一般に知能

検査といい、測定する内容からA式、B式、ある

いはAB混合式と分類することがある。A式は文章

題などを用い、主に言語性の能力を測定する。一

方B式では図形や数字などを主に用い、非言語的

な面を測定する。よってB式知能検査は文化的、

言語的な影響は受けにくい特徴があると考えられ

ている。 

知能検査として、世界的にも最も広く用いられ
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ているもののひとつにウェクスラー（Wechsler）

式知能検査がある(Wechsler, 1991)。これは本邦

でも標準化されており、最も一般的な検査のひと

つである。本検査は標準偏差を15とし、IQ が概

ね40を下限、160を上限として算出される。対象

とする年齢に応じて3種類に分かれる。3歳10ヶ

月から 7 歳 1 ヶ月を対象とする Wechsler 

Preschool and Primary Scale of Intelligence

（WPPSI）、6 歳から 16 歳 11 ヶ月を対象とする

Wechsler Intelligence Scale for Children

（WISC）、16歳以上を対象とするWechsler Adult 

Intelligence Scale（WAIS）である。いずれも所

定の検査器具を用い、個別に実施し、全般的な知

能のほか、言語理解、知覚統合、作動記憶、処理

速度などといった群指数や、知識や理解、数唱等

といった様々な下位領域の能力を評価することが

できる。実施には1～2時間程度の時間を要し、検

査者は同検査に精通していることが必要である。

一部の下位検査項目のみで全体の知的発達水準を

推測できる短縮版もある(Donders, 1997, 

Donders, 2001)ものの、個別で実施する点、所定

の検査器具を用いる必要がある点、実施者には検

査への習熟が必要な点等にかわりはない。そのた

め、例えば矯正施設などのような、一度に多数の

ものが対象となり、一方で知的能力障害やメンタ

ルヘルスケアの専門家が必ずしも多くない場面に

おいて、全例に個別式知能検査を実施するのは現

実的ではない。したがって、簡便に実施できる知

能検査もしくはスクリーニング検査が求められる。 

 一方で、ひとりの検査者が複数の被験者に対し

て同時に実施できる集団式知能検査法がある。著

者の知りうるところでは、英語圏の国々において

はいくつかの集団式検査が標準化され、使用され

ている(Lohman and Hagen, 2002, Ahmann, 1985, 

Kuhlmann and Anderson, 1953, Raven, 2000, 

Raven et al., 1998, Shipley, 2009)が、本邦を

含む非英語圏においては標準化されているものは

ほとんどない。その数少ないもののひとつが新田

中B式知能検査である(Tanaka et al., 2003)。

本検査は多数の被験者に対して同時に実施でき、

筆記用具と検査用紙のみで、特別な検査器具など

を必要としない。また本検査は言語的なやり取り

が簡易な教示のみで、複雑な言語的やり取りを必

要としない。したがって、様々な教育背景、言語

環境、言語レベルのものに対して実施できると考

えられている。実施時間も40 - 45分程度と短時

間であり、全体の知的発達を評価する上で非常に

簡便である。本検査はスタンフォード・ビネー法

をもとに 1936 年田中寛一によって開発され、そ

の後約十年ごとの度重なる改定や再標準化が行わ

れた。最近は2001～2002年に再標準化がなされ、

因子構造の確認（表1.）と、高い折半法信頼性（r 

= 0.89 - 0.96）およびテスト-再テスト信頼性（r 

= 0.73 – 0.79）が確認された。また国語、数学、

理科、社会、英語の各教科の学力試験の成績と新

田中B式知能検査のスコアとの相関は、国語とは

相関係数r = 0.42 – 0.56、算数とはr = 0.50 – 

0.66、理科とはr = 0.49 – 0.67、社会とはr = 

0.43 – 0.52、英語とはr = 0.52 – 0.61であり、

またこれらの総合学力とはr = 0.69 - 0.78と強

い相関を認め、高い妥当性が示された。(Tanaka et 

al., 2003)。 

しかし学校成績は知的発達のみならず、教育的

背景など様々な環境的要因の影響も受けることが

予測され、知的発達を評価するための外部基準と

は言い難い。新田中B式知能検査と他の知能検査

との関連を調査した研究は著者の知り得るところ

存在しない。 

 

３. 目的 

 本研究では、集団式知能検査法のひとつである

新田中B式知能検査と、国際的に最も広く使用さ
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れている知能検査法のひとつである Wechsler 

Intelligence Scale for Children － Third 

Edition（WISC-III）との併存妥当性を検討した。

さらに知的能力障害をスクリーニングするための

臨床的実用性を検討した。本研究によって新田中

B 式知能検査が標準化されたなら、これまで知能

検査の実施が困難であった場面においても、知能

検査の実施が可能となる。そのことで適宜、的確

に個人の知的発達を把握し、その者の目標を設定

したり、それを達成するための方略を考えたりす

ることができるようになることに貢献出来ると考

える。 

 

４．方法 

A. 新田中B式知能検査 

 新田中B式知能検査では図形や絵画が用いられ、

文章題は用いられていない(Tanaka et al., 2003, 

Matsuura et al., 2009)。回答の方法も図形や記

号等を記載するため、読み書きなどの学習の差や

言語的・文化的影響を受けにくいなどの特徴があ

る。具体的には、「迷路」、「立方体の計算」、「図形

と数字の置き換え」、「異同弁別」、「数系列の完成」、

「図形の抹消」、「図形の完成」といった7つの下

位項目からなり、これらから『図形の認知速度』、

『記号情報の思考（一部、言語情報の認知）』、『空

間関係の思考』といった3つの知能因子を測定で

きる（表1.）。6～8歳を対象にしたもの、8～10歳

を対象にしたもの、10～12 歳を対象にしたもの、

12～14 歳を対象にしたもの、14 歳～成人を対象

にしたものと、対象年齢に応じ、5 つに分かれて

いる。今回はそのうち 14 歳以上を対象にしたも

のを用いた。 

  

B. 対象者 

2009年1月1日から2010年12月31日までの

間、ある少年鑑別所に入所したもののうち、新田

中 B 式知能検査及び WISC-III の両検査を受検し

た全 81 例である。検査はランダムに実施されて

おり、両検査は互いに独立して行われた。検査の

実施方法に従い、新田中B式知能検査は集団で、

WISC-IIIは個別で実施された。調査期間内に一度

は退所したものの、再度入所したものが8名いた。

ただ、いずれも2回目の入所では検査は実施され

ておらず、同一被験者が重複して対象としてエン

トリーされていることはない。 

対象者の平均年齢は15.2±0.7歳で、性別は男

性77例、女性4例であった。知的発達はWISC-III

の全検査IQ（Full IQ; FIQ）において、平均76.5

（標準偏差15.0、幅51～127）であった。全81例

中58例（71.6%）はFIQ < 85で、さらにFIQ < 70

のものは26例（32.1%）であった（図1.）。しか

しいずれのケースも、テスト以前に知的能力障害

の存在に気付かれておらず、知的能力障害に対す

るサービスを受けていたものはひとりもいなかっ

た。 

また注意欠如・多動性障害と診断されたケース

が5例、特定不能の広汎性発達障害、素行障害、

身体化障害と診断されたケースがそれぞれ1例み

られた。重複して診断名を持つケースはいなかっ

た。診断は精神障害の診断と統計マニュアル第 4

版テキスト改訂版を用い、臨床経験豊富な精神科

医師によって行われた。 

なお少年鑑別所とは原則県庁所在地を中心に、

各都道府県に1か所ずつ（ただし北海道は4か所、

東京都は2か所、福岡県は支所含め2か所）設置

されている。非行や触法行為を行った都道府県内

あるいは、非行・触法行為を行ったものが居住し

ている都道府県内の鑑別所に、主として 12 歳か

ら 20 歳未満までのものが、審判が行われるまで

の間の最長で8週間、本人の評価と今後の教育方

針を検討することを目的に収容される公的な機関

で、法務省矯正局によって管理・運営されている。 
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入所した各個人は、その能力や養・教育ニーズ

等を評価するため、入所後概ね3日以内に矯正局

が定めたテストバッテリーによって評価される。

そのテストバッテリーに新田中B式知能検査やパ

ーソナリティ検査等が含まれ、いずれも集団で実

施できるものである。検査は3～15名程度で同時

に行われる。各鑑別所はそれに加え、独自の判断

で臨床的に必要だと思われる検査を個別に実施す

ることができる。当該鑑別所において新田中B式

知能検査はじめ、共通のテストバッテリーに含ま

れる検査のいくつかが十分に標準化されていない

ことなどもあり、独自の判断でウェクスラー式知

能検査などを追加の検査として行うことがある。

ウェクスラー式知能検査などは集団式検査後、審

判までの間に、個別に、心理士によって実施され

る。 

 

表 1. 新田中 B 式知能検査における知能因子および

下位検査項目の構成 

知能因子 下位検査項目 

図形の認知速度 図形と数字の置き換え 

異同弁別 

図形の末梢 

（迷路） 

記号情報の思考 立方体の計算 

数列の完成 

空間関係の思考 図形の完成 

 

 

C. 統計学的解析 

1) 検出力の算出 

 本研究の有する検出力を求めるため、パワー分

析を行った。新田中 B 式知能検査における IQ 

(BIQ)ならびにFIQの標準偏差を15と見積もり、

両者の差の 95%信頼区間が±5 以内となることを

確認するための検出力を算出した。 

 

2) 内的整合性 

新田中B式知能検査において、折半法による信頼

性と、テスト－再テスト信頼性といった外的信頼

性は既に確認されている。これらは繰り返し検査

を実施した場合に同一の結果が得られるかの程度

を示す指標であり、検査の再現性を意味する。し

かし一方で新田中B式知能検査の検査項目である

下位項目相互間の均質性は確認されていない。し

たがって、新田中B式知能検査の内的整合性を確

認するために、同検査の迷路、立方体の計算、図

形と数字の置き換え、異同弁別、数系列の完成、

図形の抹消、図形の完成といった7つの下位項目

についてクロンバックのα係数を求めた。クロン

バックのα係数は可能であれば0.8以上が望まし

いとされている。 

 

3) FIQに対するBIQの精度 

 BIQ と FIQ の分布を示し、両者の差を求めた。

またBIQのFIQに対する偏りおよび精度を検討す

るために、平均パーセント誤差（Mean percentage 

error; MPE）および二乗平均平方根誤差（Root 

mean squared error; RMSE）を算出した(Sheiner 

and Beal, 1981)。 

 

4) 併存妥当性および臨床的有用性 

学力検査の成績に対する新田中B式知能検査の

妥当性は特に総合科目で相関係数 r = 0.69 - 

0.78と強い相関を認めた。ただ学力検査成績は知

的発達以外の様々な要因が関与することは明らか

であり、かつ併存妥当性を証明するためには、ゴ

ールドスタンダードとの妥当性を検討する必要が

ある。本邦で既に標準化され、偏差知能指数を側

的しており、また個別式知能検査のうちもっとも

汎用されているものはウェクスラー式知能検査で
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ある。したがって、併存妥当性を証明するために

は外的基準としてウェクスラー式知能検査を用い

るのが適当と考える。WISC-III検査に対する新田

中B式知能検査の併存妥当性を検討するために、

両検査における IQ スコアに関して、級内相関係

数（One-way Analysis of Variance Intraclass 

correlation coefficient (ANOVA ICC)）を求め

た。 

次に、FIQ 70未満のものを新田中B式知能検査

によってスクリーニングするためのパフォーマン

スを求めるために、受信者動作特性（Receiver 

Operating Characteristic（ROC)）分析を行った。

さらに層別尤度比(Stratum-specific likelihood 

ratio; SSLR)を用い、BIQ各層において、FIQ < 70

を同定するための尤度比および Posttest 

probability（検査後確率）を算出した(Furukawa 

et al., 1997, Furukawa et al., 2003)。 

 SSLRとは、ある疾患を有する者のうち、当該検

査で陽性となる者の割合を、その疾患を有しない

者のうち、同検査結果が陰性となる者の割合で割

ったオッズである。結果として得られる値を、一

定の値幅で層別化し、層ごとに SSLR や検査後確

率を算出する。各層におけるSSLRは、 

SSLR = (n1g / N1) / (n0g / N0) 

で計算される。n1g は g番目の層における、疾患

を有するものの人数で, N1 は全体のうちの疾患

を有するものの人数である。n0g はg番目の層に

おける、疾患を有さないものの人数で、N0は全体

のうちの疾患を有さないものの人数である。検査

後確率とSSLR、検査前オッズ、検査後オッズとは

次のような関係となっている； 

検査前オッズ × SSLR = 検査後オッズ 

また 

検査後確率  

= (検査後オッズ) / (1 + 検査後オッズ) 

で、算出される(Yang et al., 2004)。したがっ

て、SSLR = 1の場合、その検査の判別精度は偶然

の確率に等しいことを示し、SSLRが1よりも大き

いほど疾患の可能性が高くなり、1 よりも小さい

ほど疾患の可能性が低くなる。SSLR が 10 よりも

大きかったり、反対に0.1よりも小さかったりす

る場合は、その疾患を確定もしくは除外すること

ができると考える。従来、検査の妥当性の検討は、

感度・特異度によるシングルカットオフポイント

アプローチが行われてきた。この場合、カットオ

フポイントを満たさないものは、連続量で結果の

得られるものにおいてもその程度に関係なく均質

に扱われてしまうという欠点があった。つまりギ

リギリでカットオフポイントを満たさなかったも

のも、大幅にカットオフポイントを下回ったもの

も同等の重み付けでネガティブと捉えられてしま

う。ところが実際にはこれらは偽陰性である確立

などは違うはずである。したがって連続量で結果

の得られるものにおいては、SSLRを用いることで、

結果の値を層別化し、それぞれの層ごとに疾患の

確率を算出できるようになる。 

 

D. 倫理面への配慮 

 本研究は日本矯正医学会および名古屋大学医学

部附属病院の生命倫理委員会の承認を受け、それ

に則り実施された。すべての対象者はすでに鑑別

所を退所しており、追って同意を得ることが不可

能であった。またさらに本研究に用いたデータは

すべて臨床上、診断や介入を検討するために必要

で得たデータであり、それを二次的、かつ回顧的

に用いたものである。したがってインフォームド

コンセントは得ていない。データは個人が特定さ

れないように連結不可能匿名化し、解析を実施し

た。 
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図1. 全被験者におけるFIQの分布 

 

Notes. 縦軸は人数で、横軸はFIQスコア. FIQ, WISC-IIIにおける全検査（Full）IQ 

 

５．結果 

A. 検出力の算出と内的整合性 

 本研究のサンプルサイズ 81 例では検出力は

0.85であった。またBIQの下位7項目におけるク

ロンバックのα係数は 0.86 と、高い内的整合性

が認められた。 

 

B. FIQに対するBIQの精度 

 図2～4はWISC-III の各IQスコアとBIQスコ

アの分布を示している。FIQは平均76.5±15.0で

あるのに対し、言語性IQ（Verbal IQ; VIQ）、お

よび動作性IQ（Performance IQ; PIQ）の平均は

それぞれ79.0±14.2、78.8±15.7であった。また

BIQは平均78.5±16.9で、FIQとの平均値の差は

2.0（標準誤差1.0, 95%信頼区間-4.1 - 0.1）で

あった。また平均パーセント誤差±標準誤差は

0.03±0.01、二乗平均平方根誤差は0.13であり、

BIQのFIQに対する偏りはわずかであるとともに、

高い予測精度を有することが確認された。 

 

3) 基準関連妥当性と臨床的有用性 

a. 級内相関係数（ANOVA ICC） 

BIQのFIQに対するANOVA ICCは0.83と非常に

高かった。またBIQはWISC-IIIにおけるVIQ、お

よびPIQの双方に対しても高いICC（それぞれICC 

= 0.72, 0.81 ）を認めた。このことはつまり、

VIQ もしくはPIQ のいずれか一方のみを反映して

いるのではなく、言語性と動作性の双方およびIQ

全体を反映していると考えられる(表2.)。  

 

 

図2. BIQとFIQスコアの分布 (Uno et al., 2014) 

Notes. 直線はy = xの対角線. BIQ, 新田中B式知能検査に

おける IQ; FIQ, WISC-IIIにおける全検査（Full）IQ. 
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図3. BIQとVIQスコアの分布 

Notes. 直線はy = xの対角線. BIQ, 新田中B式知能検査に

おける IQ; VIQ, WISC-IIIにおける言語性検査（Verbal）IQ. 

 

 

図4. BIQとPIQスコアの分布 

Notes. 直線はy = xの対角線. BIQ, 新田中B式知能検査に

おけるIQ; PIQ, WISC-IIIにおける動作性検査（Performance）

IQ. 

 

b. ROC分析およびSSLRs 

ROC分析の結果、Area under the curve（AUC, 

曲線下面積）は0.89（95% CI: 0.85 - 0.96）で

あった。AUC は ROC 曲線の下部の面積のことで、

これが大きいことはすなわち、ROC 曲線が左上角

に近いことを示す。つまりROC曲線の適合がよい

ことを意味する。よって本研究においてはAUCが

大きいため、BIQ は高い識別能力を持って FIQ < 

70 をスクリーニングすることができるというこ

とが示された（図5.）。 

次にBIQのスコアを5 - 10ポイントごとに層

別化し、SSLR および検査後確率を算出した。BIQ 

51 - 60の層およびBIQ 61 - 65の層においては

SSLRが10以上（各層の検査後確率は89, 83%）で

あり、FIQ < 70をルールインすることができた。

他方、BIQ 76 - 85の層およびBIQ 86以上の層に

おいては SSLR が 0.1 程度（両層の検査後確率は

5%）であり、FIQ < 70をルールアウトすることが

できた。 

BIQ 66 – 70の層および71 - 75の層において

はSSLRがそれぞれ2.4, 1.1で、検査後確率は33%

および53%であった（表3.）。BIQ 65以下の群全

体でのSSLRは13.8 (95% CI: 3.9 - 48.9, 検査

後確率87%)でFIQ < 70のルールインが、BIQ 76

以上の群全体のSSLR は 0.11 (95% CI: 0.03 - 

0.4, 検査後確率5%)でFIQ < 70のルールアウト

が可能あった（表4.）。 

 

表2. WISC-IIIの各 IQ値とそれに対するBIQの ICC 

 平均（標準偏差） 各 IQに対するBIQの ICC 

FIQ 76.5 (15.0) 0.83 

VIQ 79.0 (14.2) 0.72 

PIQ 78.8 (15.7) 0.81 

BIQ 78.5 (16.9) - 

Notes. ICC, 級内相関係数; BIQ, 新田中B式知能検査にお

ける IQ; FIQ, WISC-IIIにおける全検査（Full）IQ; VIQ, WISC-

IIIにおける言語性（Verbal）IQ; PIQ, WISC-IIIにおける動作

性（Performance）IQ. 
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図 5. FIQ < 70を識別するためのBIQのROC曲線 

とそのAUC. (Uno et al., 2014) 

Notes. FIQ, WISC-IIIにおける全検査（Full）IQ; ROC曲線,

受信者動作特性（Receiver Operating Characteristic）曲線; 

AUC, 曲線下面積（area under the curve）; 95% CI, 95% 信

頼区間（confidence interval）; Sensitivity, 感度; Specificity, 

特異度. 

 

６．考察 

新田中B式知能検査は、集団式知能検査であり、

実施時間が短く、特殊な検査器具も必要としない

ため、大勢に対して簡便に実施できる。本検査は、

高い折半法信頼性（r = 0.89 - 0.96）、テスト-再

テスト信頼性（r = 0.73 – 0.79）、また学習成績

との高い妥当性（r = 0.69 - 0.78）を有すること

が示されていた。しかし、標準化された知能検査

として本検査を用いるにはゴールドスタンダード

な外的基準となり得る個別式知能検査との併存妥

当性などの情報が不十分であった。したがって、

本研究は新田中B式知能検査の、WISC-IIIに対す

る併存妥当性を検討したものである。さらにSSLR

を用いて、新田中B式知能検査の臨床的な有用性

も検討した。本研究の結果、14歳以上を対象とし

た新田中B式知能検査は、高い内的整合性（α = 

0.86）および WISC-III の FIQ に対する高い併存

妥当性（ANOVA ICC = 0.83）を有していることが

わかった。したがって、WISC-III等の個別式知能

検査を実施することが困難である場合においても、

簡便に実施できる集団式知能検査法である新田中

B 式知能検査を実施することで、知的発達を評価

できることが示された。 

 

表3. FIQ < 70に対するBIQのSSLRと検査後確率 

BIQ 人数 
SSLR 

 (95% CI) 
検査後確率 

 70 ≤ FIQ  FIQ < 70   

51 – 60 1 8 

16.9 

 (3.2 – 90.2) 

0.89 

61 – 65 1 5 

10.6 

 (1.9 – 60.6) 

0.83 

66 – 70 7 8 

2.4 

 (1.0 – 5.8) 

0.53 

71 – 75 6 3 

1.1  

(0.3 – 3.6) 

0.33 

76 – 85 19 1 

0.1 

 (0.02 – 0.6) 

0.05 

86 ≤ 21 1 

0.02 

 (0.02 – 0.5) 

0.05 

全体 55 26   

Notes. SSLR, 層別尤度比（Stratum-specific likelihood 

rations）; 95% CI, 95% 信頼区間（confidence interval）; BIQ, 

新田中B式知能検査における IQ; FIQ, WISC-IIIにおける全

検査（Full）IQ. 

 

またFIQ < 70をスクリーニングするに際して、

ROC分析の結果AUC = 0.89と高い識別能力を有し

ていた。さらに新田中 B 式知能検査による IQ が

65以下の層においてはSSLRが10以上（検査後確

率 87%）で、知的能力障害ありと診断することが
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できた。一方で、BIQ 76以上の層ではSSLRが0.1

程度（検査後確率5%）となり、知的能力障害なし

と除外することができた。つまりこれらの層の間

であるBIQが66 - 75のもので知的能力障害の有

無の鑑別が必要となり、これらのものを対象に精

密な知能検査を実施することで効率的に知的能力

障害を診断することができることが判明した。こ

れらから新田中B式知能検査が、知的能力障害を

スクリーニングするのに高い識別能力を有した、

簡便で、有効な検査法であるといえる。 

 

表4. FIQ < 70に対するBIQのSSLRと検査後確率 

BIQ 人数 
SSLR 

 (95% CI) 
検査後確率 

 70 ≤ FIQ  FIQ < 70   

51 – 65 2 13 

13.8 

 (3.9 – 48.9) 

0.87 

66 – 70 7 8 

2.4 

 (1.0 – 5.8) 

0.53 

71 – 75 6 3 

1.1  

(0.3 – 3.6) 

0.33 

76 ≤ 40 2 

0.11 

 (0.03 – 0.4) 

0.05 

全体 55 26   

Notes. SSLR, 層別尤度比（Stratum-specific likelihood 

rations）; 95% CI, 95% 信頼区間（confidence interval）; BIQ, 

新田中B式知能検査における IQ; FIQ, WISC-IIIにおける全

検査（Full）IQ. 

 

本検査は言語的な能力に直接関連する課題が少

なく、図形や数字などを主に用いたB式の知能検

査である。したがって非言語的な側面のみを反映

し、言語的な側面の問題を反映しないのではとの

危惧もあるかもしれない。もっともPIQ と ANOVA 

ICC = 0.81と強く相関を示すものの、VIQとの級

内相関係数もANOVA ICC = 0.72と高く、動作性

と言語性のいずれの能力も強く反映する結果とな

った。さらにはFIQとの級内相関は係数ANOVA ICC 

= 0.83と最も高く、総合的な結果を最もよく反映

していた。したがって言語性検査課題に対する能

力での問題がある場合においても、新田中B式知

能検査がスクリーニングとして十分有効であると

考えられる。 

本検査は、集団で、また40 - 45分の短時間で

実施でき、検査用紙と筆記用具程度の検査器具し

か必要としない。さらに検査者も特別なトレーニ

ングを受ける必要がない。したがって、様々な状

況で実施でき、例えば教育現場や司法施設のよう

な、いままでWISC-III等の実施が困難であった場

面においても知的発達を評価できる可能性を広げ

るものと考える。さらに本検査は言語的なやり取

りが簡易な教示のみで、複雑なやり取りを必要と

しない。したがって、様々な言語環境、言語レベ

ルのものに対して実施できる可能性もある。さら

に本研究により、シングルカットオフポイントを

示すことではなく、SSLRを算出したことで、得ら

れた結果に対する予測される検査後確率を求める

ことができた。このことは臨床的実用性を考える

上で重要で、意義深いことと考える。 

WISC-III が一般人口において標準化される際、

標準偏差が15.0に設定されていることに比して、

本研究の対象者の FIQ の標準偏差も 15.0 であっ

た。つまりサンプル全体のバラツキは標準的であ

ると考える。また知能の範囲もFIQ 51 - 127と、

一般的な範疇また知的能力障害の鑑別を要する範

疇の概ねの層をカバーできている。さらに検査が

ランダムに行われたことで精査バイアスおよび鑑

別所においての範囲バイアスは小さいものと考え

る。しかし平均FIQが76.5±15.0と低く、FIQが

70未満のものも全体の32.1%と多い。これは、矯
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正施設の入所者の平均IQは一般人口でのIQと比

べ低いことが知られており(Douma et al., 2007, 

Anckarsater et al., 2007, Rayner et al., 2005, 

Harris and Bucens, 2003, Borum, 2003, Kroll 

et al., 2002, Lindsay, 2002, Hayes et al., 

2007, Herrington, 2009)、そのことが影響してい

ると考えられる。一方で FIQ が 50 以下となるよ

うな中重度の知的能力障害のあるものはみられな

かった。したがって母集団を一般人口とみなすに

は偏りがあるものの、知的能力障害かどうかの境

界に近い IQ 域のものが多く、本研究を進めるに

あたりむしろそのことが強みとなった。今後は対

象者を一般人口にさらにひろげて検討することが

新田中B式知能検査を一般化して使用する際には

必要となるかもしれない。さらには、鑑別所に収

容されるものの性比から、本研究における対象者

は男性が 95.1%と多くなった。したがって性別の

影響も含め検討することも必要かもしれない。た

だし、日本やアメリカ人で実施された研究におい

て、VIQ, PIQそしてFIQにおいて、性差は無視で

きるとの報告もあり(Liu and Lynn, 2011)、性差

を考慮する必要性があるかは議論・検討の余地が

ある。 

また知的能力障害以外でも様々な精神障害が認

知機能の偏りを有していることが知られている。

したがって、サンプルに精神障害を持つものが多

く含まれる場合、サンプルバイアスを生じうる。

本研究において、知的能力障害を除いた、注意欠

如・多動性障害などの精神障害を持っているもの

の有病率は一般人口におけるそれらの障害の有病

率と比べ、明らかに高いということはなかった。

したがって知的能力障害以外の精神障害が本研究

結果に与える影響はあまり大きくないと考える。

一方で、ほとんどの症例が非行・触法行為を惹起

したり、それらの行為に関与しており、衝動性の

問題や認知的な偏り等がみられたかもしれない。

非行や触法行為という点では一般人口と比較する

とサンプルバイアスが存在する可能性は否定でき

ない。 

本研究により、集団式知能検査法である新田中

B 式知能検査は十分な信頼性および併存妥当性を

持っていることが示された。また知的能力障害を

スクリーニングする際の臨床的実用性も示された。

今後はさらに対象を広げ、一般人口でのランダム

サンプルを基に検討するなど、より幅広い場面で

も妥当性を検証することが、一般化して使用して

いく上で求められると考える。さらには、本検査

は簡単な教示のみで実施でき、言語的影響を受け

にくいことから、今回調査した日本語圏のみなら

ず、多文化的また多言語的な状況においても実施

できる可能性を有し、今後検討できるかもしれな

い。知的発達が適切に評価され、それに基づいて

適切に養育されたり、必要なサービスが提供され、

知的能力障害のあるものやそのものを含めた周囲

の人たちの生活の質が改善することを期待すると

ともに、本研究がそのことに貢献できることを望

む。 
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